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１．経営成績・財政状態に関する分析

（１）経営成績に関する分析

① 当期の経営成績

当連結会計年度における我が国経済は、企業収益や雇用情勢の改善傾向が前年度より続き、景気は緩やかな回復

基調をみせておりましたが、中国を始めとする世界経済の先行き不透明感により企業の業況判断に慎重さが増し、

このところは弱含みで進んでおります。

当社企業グループの属する不動産業界におきましては、平成28年１月１日時点の３大都市圏での公示地価が、住

宅地・商業地ともに３年連続で上昇し、一部では事業用地の獲得競争が激化しております。

また、新築分譲マンション市場では、高止まりしている建設費等の影響により、平成27年の全国における平均分

譲価格が前年比7.2％増の4,618万円となり、過去最高の平均価格となりました。一方、平成27年の全国における年

間供給戸数は、販売価格上昇による影響を受け、前年比6.1％減の7万8,089戸となり２年連続で減少する結果となり

ました(㈱不動産経済研究所調査)。

このような事業環境下、当社といたしましては、立地エリアを厳選し、相対取引を中心とした用地仕入れを継続

して行うことと、地域ごとのお客様ニーズを捉え、型にはまった商品企画ではなく必要十分な設備仕様で対応する

ことで、当社の主たるお客様であるマンション一次取得者にとって「手が届く」商品のご提供に注力しております。

この結果、当連結会計年度の業績におきましては、売上高は前年同期より1,579百万円上回る21,427百万円(前年

同期比8.0％増)、営業利益は772百万円(同30.1％増)、経常利益は392百万円(同40.8％増)、親会社株主に帰属する

当期純利益は455百万円(同108.3％増)となりました。

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

（不動産販売事業）

不動産販売事業の当連結会計年度における竣工物件は、下記の10棟で、予定どおりに竣工・引渡しとなりました。

クレアホームズ北綾瀬(東京都足立区)
クレアホームズ千葉パークフィールズ
(千葉県千葉市中央区)

クレアホームズ南郷18丁目駅前
(北海道札幌市白石区)

クレアホームズ札幌医大前プレステージ
(北海道札幌市中央区)

クレアホームズ札幌大通東エスシート
(北海道札幌市中央区)

クレアホームズ泉八乙女(宮城県仙台市泉区)

クレアホームズ榴ヶ岡公園(宮城県仙台市宮城野区) クレアホームズ朝潮橋アリーナ(大阪府大阪市港区)

クレアホームズ松山千舟町ザ・クラス
(愛媛県松山市)

クレアホームズ西田(鹿児島県鹿児島市)

この結果、売上高は18,374百万円(前年同期比9.3％増)、セグメント利益(営業利益)は955百万円(同31.2％増)と

なりました。

今後とも、全国に展開する各営業拠点において、その地域特性やお客様ニーズに適応した用地取得や商品企画を

行うことにより、当社の「クレア」ブランドの価値を高めてまいります。

（不動産賃貸・管理事業）

ビル賃貸市場におきましては、首都圏(都心５区)での３月末時点における平均空室率が前年同月比0.96％改善の

4.34％と好調をキープしており、オフィス需要が引き続き底堅く推移していることが窺えます。

また、賃料につきましても、既存ビルの平均賃料が26ヶ月連続で前月を上回っており、緩やかな上昇傾向が続い

ております(三鬼商事㈱調査)。

このような環境下、空室の解消と既存テナントの確保を最重要課題と捉え、テナント企業のニーズを早期に把握

し対応することでお客様満足度の向上に努めるとともに、当社所有ビルの立地優位性を活かした新規テナント獲得

営業に注力しております。

マンション管理事業におきましては、当連結会計年度中に管理戸数414戸を加え総管理戸数9,810戸となりました。

引き続き管理組合並びにご入居者様からのニーズに即応するべく、専門性の高いサービスの提供に努め、各管理組

合の課題となっている①駐車場の空き台数増加による使用料収入の減少に対する改善提案、②電気料金増加に対す

る一括受電による削減の提案、③大規模修繕に向けての修繕委員会立ち上げの提案、等を継続して行ってまいりま

す。
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ビル管理事業におきましては、引き続き新規事業機会獲得および原価の圧縮に努めるとともに、原状復旧・入居

工事並びに防災対策等のスポット工事受注に注力しております。

この結果、売上高は3,024百万円(前年同期比0.4％増)、セグメント利益(営業利益)は500百万円(同1.9％減)とな

りました。

② 今後の見通し

不動産販売事業におきまして当社は、平成28年度に12物件の竣工を予定しております。「全国に展開する拠点ポ

ートフォリオ」を最大限活用し、需要バランスのとれた地域でかつ需要の見込める地点での用地仕入れ活動に注力

した結果、首都圏５物件・地方圏７物件となっております。マンションの分譲価格は全国的な建設費の高止まり等

により引き上げを余儀なくされておりますが、地域ごとにお客様の「価格吸収力・追随性」を見極めながら価格設

定・商品企画を行い、販売活動を推進しております。

また、不動産賃貸・管理事業におきましては、引き続きオーナー様からの様々なご要望に適時適切に対応するこ

とで、良好な関係を維持・構築してまいります。

次期の連結業績におきましては、竣工時期が下半期に偏重しているため、物件の引渡しを基準に売上高の計上を

行っている関係上、第２四半期連結累計期間は売上高が少なく利益を計上するに至りませんが、通期におきまして

は、売上高は26,000百万円(当期比21.3％増)、営業利益は1,000百万円(同29.5％増)、経常利益は600百万円(同53.0

％増)、親会社株主に帰属する当期純利益は500百万円(同9.7％増)と予想しております。

なお、セグメントの通期業績予想は、以下のとおりであります。

(単位：百万円)

平成28年３月期 平成29年３月期(予想) 増減

売上高
セグメント

利益
売上高

セグメント
利益

売上高
セグメント

利益

不動産販売事業 18,374 955 22,916 1,254 4,541 298

不動産賃貸・管理事業 3,024 500 3,051 517 26 16

その他 36 11 33 6 △3 △5

セグメント間取引消去 △7 △1 ― ― 7 1

全社費用 ― △692 ― △777 ― △84

合計 21,427 772 26,000 1,000 4,572 227
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（２）財政状態に関する分析

① 資産、負債及び純資産の状況

当連結会計年度の総資産は、前連結会計年度末に比べ4,846百万円増加し24,632百万円(前期比24.5％増)となりま

した。これは、主に不動産販売事業関連でたな卸資産が3,108百万円増加したことによるものであります。

負債は、前連結会計年度末に比べ4,412百万円増加し20,574百万円(前期比27.3％増)となりました。これは、主に

借入金が4,708百万円増加したことによるものであります。

純資産は、前連結会計年度末に比べ434百万円増加し4,058百万円(前期比12.0％増)となりました。これは、主に

親会社株主に帰属する当期純利益を455百万円計上したことによるものであります。

② キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物の期末残高(以下「資金」といいます。)につきましては、前連結会

計年度末に比べ100百万円減少して1,169百万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果使用した資金は4,234百万円(前年同期は1,728百万円の使用)となりました。

これは、主に不動産販売事業で、たな卸資産が増加したことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動により使用した資金は558百万円(前年同期は４百万円の使用)となりました。

これは、主に不動産賃貸・管理事業で、オフィスビルの持分取得等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果獲得した資金は4,691百万円(前年同期は1,663百万円の獲得)となりました。

これは、主に不動産販売事業で、たな卸資産の増加に伴う借入金が増加したことによるものであります。

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移

平成24年３月期 平成25年３月期 平成26年３月期 平成27年３月期 平成28年３月期

自己資本比率(％) 13.8 16.7 19.2 18.3 16.5

時価ベースの自己資本比率
(％)

10.9 17.6 12.9 9.5 5.2

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率(年)

3.1 9.8 21.5 ― ―

インタレスト・カバレッジ・
レシオ(倍)

9.5 3.4 1.7 ― ―

(注) １ 各指標はいずれも連結ベースの財務数値を用いて、以下の計算式により算出しております。

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

２ 株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

３ 営業キャッシュ・フロー及び利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フロ

ー及び利息の支払額を用いております。また、有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち、

利子を支払っているすべての負債を対象としております。

４ 平成27年３月期及び平成28年３月期におけるキャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト・カバ

レッジ・レシオは、営業キャッシュ・フローがマイナスとなったため、記載しておりません。
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（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営課題として捉えており、財務体質の強化と内部留保の充実(自

己資本比率の向上)を勘案しつつ、安定した配当政策を実施することを基本方針としております。

当社の剰余金の配当は、期末配当の年１回を基本とし、株主総会によって決定しております。

この配当方針に基づき、当期の期末配当につきましては、１株当たり４円の配当を実施する予定としております。

次期以降につきましても、上記方針に基づいた安定的な配当が行えるよう努力してまいります。

（４）事業等のリスク

当社企業グループの事業等に関するリスクについて、投資者の投資判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考

えられる主な事項を記載しております。また、必ずしもそのようなリスク要因に該当しない事項についても、投資

者の投資判断上、重要であると考えられる事項については、投資者への積極的な情報開示の観点から以下に開示し

ております。なお、当社企業グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した

場合の対応に努める方針であります。本項については、将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は本書

提出日現在において判断したものであります。

① 当社事業について

当社企業グループの事業は、不動産販売事業、不動産賃貸・管理事業、その他の３つの事業で構成されておりま

す。不動産販売事業は、グループ全体の売上高に対して大半を占めており、当社企業グループにおいて主要事業と

なっております。

(ⅰ) 不動産販売事業について

(分譲マンションの施工について)

当社企業グループは、平成６年以降分譲マンションの販売を主要事業として展開しております。

分譲マンションの施工管理につきましては、お客様へ引渡すまで当社で一貫して行っておりますが、設計・施

工については監視体制を構築しつつ、専任業者へ委託しております。

分譲マンションの建築につきましては、建設会社に発注し、民間(旧四会)連合協定工事請負契約約款に基づく

工事請負契約を締結しておりますが、建築工事の品質管理・工程管理につきましては、当社が定期的な監理を行

っております。

工事請負契約の締結にあたりましては、外注先の財務状況、施工能力・実績、経営の安定性等を総合的に勘案

の上決定しておりますが、外注先に信用不安等が発生し、工期遅延が生じた場合には、当社の販売計画に遅延が

生じ、当社企業グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

また、施工完了後、外注先に倒産等の事態が発生した場合には、本来外注先が負うべき瑕疵の補修責任等が履

行されず、当社に費用負担が発生し、当社企業グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

(経営成績の変動について)

当社企業グループの主要事業である不動産販売事業におきましては、お客様への物件引渡しを基準として売上

計上を行っておりますが、各物件の竣工・引渡時期(計上時期)のばらつきによって、四半期ごとの業績が変動す

る傾向にあります。また、販売計画の変更や天災その他の事由による工期の遅延等によって、引渡時期に変更が

あった場合には、当社企業グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

(土地の仕入れについて)

当社では、分譲マンション用地等の取得にあたり、売買契約前に綿密な事前調査を行っておりますが、契約後、

稀に土壌汚染等の隠れたる瑕疵が発見されることがあります。その場合、当社に追加費用が発生することがあり、

当社企業グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

(マンション建設に対する近隣住民の反対運動について)

当社では、マンション建設にあたり、所在地の自治体の条例等に則り、事前に周辺住民に説明会を実施する等

の近隣への対策を講じております。しかしながら、今後、開発による騒音、電波障害、日照問題、景観変化等を

理由に近隣住民に反対運動等が発生し、その解決に時間を要したり、計画の変更が必要となった場合には、工期

遅延や追加費用が発生し、当社企業グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。
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(ⅱ) 不動産賃貸・管理事業について

当社の所有するオフィスビルにおきまして、今後、テナントの大量退去等が発生した場合には、当社企業グル

ープの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

(ⅲ) 有利子負債への依存度について

当社は、分譲マンション用地等の取得資金並びに賃貸オフィスビル等土地・建物資産購入資金を主として金融

機関からの借入金によって調達しているため、有利子負債への依存度が高い財務体質となっております。

従いまして、現行の金利水準が大きく変動した場合、及び借入条件に制限が付与され、それに抵触した場合等

計画どおりの資金調達ができない場合には、当社企業グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があり

ます。

　

(ⅳ) 景気動向・金利動向について

当社企業グループの事業は、景気動向、金利動向、新規供給物件動向、不動産販売価格動向等の影響を受けや

すく、景気見通しの悪化や大幅な金利の上昇等の変化によって、住宅購入意欲が低下した場合には、当社企業グ

ループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

(ⅴ) 主要事業の免許について

当社は、不動産販売事業として宅地建物取引業法第３条第１項及び第６条に基づき宅地建物取引業者免許証(免

許番号 国土交通大臣(11)2432号)の交付を受けております。宅地建物取引業法第３条第２項の規定により、免許

の有効期限は５年間と定められており、当社の免許の有効期限は平成25年10月25日から平成30年10月24日までと

なっております。

不動産販売事業につきましては、宅地建物取引業法第３条及び第５条にて免許条件及び宅地建物取引業法第66

条及び第67条にて取消事由が定められており、これに該当した場合は免許の取消が命じられます。

現在、当該免許取消となる事由は発生しておりませんが、将来何らかの理由により免許取消事由が発生した場

合には、当社企業グループの業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

　

② 法的規制について

(ⅰ) 法的規制について

不動産取引につきましては、「宅地建物取引業法」「建築基準法」「国土利用計画法」「都市計画法」等の法

的規制を受け、宅地建物取引業法に基づく免許を取得して不動産販売事業を行っております。ビル賃貸事業につ

きましては、ビルの所有者若しくは受託管理者は、「電気事業法」「建築物における衛生的環境の確保に関する

法律」等、また、マンション管理事業につきましては、「マンションの管理の適正化の推進に関する法律」等の

法的規制を受け、各法によって定められた有資格者に点検整備や検査を義務付けておりますので、当該資格者を

保有確保し、不動産賃貸・管理事業を行っております。

今後、これらの法的規制の改正や新たな法的規制が設けられた場合には、当社企業グループの業績に影響を及

ぼす可能性があります。

　

(ⅱ) 「住宅の品質確保の促進等に関する法律」による瑕疵担保責任について

「住宅の品質確保の促進等に関する法律」では、新築住宅の供給事業者に対して構造上の主要な部分及び雨水

の浸食を防止する部分について10年間の瑕疵担保責任を負うことを定めております。当社では、分譲マンション

の供給に際し、建築設計の段階から一貫して携わり、供給物件の品質管理に万全を期すよう努めております。ま

た、販売後のクレームに対しましても、法令上の責任に基づき、真摯な対応に努めております。

しかしながら、当社の供給物件に何らかの原因で瑕疵が発生した場合には、クレーム件数と補償工事の増加等

を招き、当社企業グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

(ⅲ) 個人情報等の取扱いについて

当社企業グループの営業活動に伴い、個人情報を始めとする様々な情報を入手しております。個人情報等の管

理におきましては、細心の注意を払っておりますが、不測の事態により、個人情報等が外部に漏洩した場合には、

損害賠償や当社企業グループの信用力低下により、当社企業グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。
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③ その他

(ⅰ) 税制改正について

将来において、不動産関連税制が変更された場合には、資産の取得及び売却時のコストの増加、また、これら

の要因による住宅購入意欲の低下等により、当社企業グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

(ⅱ) 耐震の構造計算について

当社は、平成18年１月から建築確認申請を行う分譲マンションについては、住宅性能評価書を取得しておりま

す。同評価書取得においては、構造等級チェックが必須審査項目となっております。

当社の分譲するマンションについて平成19年６月の建築基準法の改正により、建築確認申請の審査段階で「ピ

アチェック(構造計算適合性判定)」として再チェックされることで二重のチェック体制を取っております。

しかしながら、構造等に関する法改正が行われた場合や、構造計算書の偽装等、建物の構造に係わる問題が発

生した場合には、当社企業グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

現在、当社所有のオフィスビルに関しましては、耐震診断を実施し、建築基準法上の問題はない旨の確認を得

ておりますが、今後のテナント誘致において、さらなる耐震強度を求められた場合には、補強が必要となり、当

社企業グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

２．企業集団の状況

当社企業グループは、当社(セントラル総合開発株式会社)及び連結子会社(セントラルライフ株式会社)により構成

されており、分譲マンション・戸建住宅及びビル等不動産の販売を行う不動産販売事業、オフィスビル等の賃貸及び

ビル・マンション等の管理を行う不動産賃貸・管理事業と保険代理業等を行うその他の事業を営んでおります。

当社企業グループの事業における位置付け及びセグメントとの関連は、次のとおりであります。なお、事業の区分

内容は、セグメントと同一の区分であります。

(1) 不動産販売事業

当社は、主にマンション分譲のデベロッパー事業を首都圏を中心に全国展開しており、ファミリータイプの自社

ブランド『クレア』シリーズマンションの販売を行っております。

当社は、立地条件並びにライフスタイルの進化に伴うお客様のニーズをマンション企画に反映し、地域社会に溶

けこんだ快適な生活空間を提供しております。

入居後のアフターサービスについても、１年点検・２年点検並びに長期修繕計画等における資産価値の維持、災

害時に備えた保険商品の提供、管理費の資金管理、積立金等の運用方法の助言、家族構成の変化に伴うリニューア

ル等「良質な総合管理サービス」の提供を行っております。

(2) 不動産賃貸・管理事業

当社は、主として首都圏等のオフィスビル等において、賃貸事業を行っております。

また、連結子会社は、ビル・マンションの管理事業を行っております。

(3) その他

当社は、主にマンション購入者を販売先として保険代理事業を行っております。
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（事業系統図）

なお、最近の有価証券報告書(平成27年６月26日提出)における「関係会社の状況」から重要な変更がないため、

「関係会社の状況」の開示を省略しております。
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３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

（基本理念）

当社企業グループは『企業は人なり、組織は人なり・・・社会に貢献する少数精鋭のプロ集団たれ』の経営理念

に基づき、全役職員が自らの能力を最大限に発揮し、あらゆる課題に前向きに取り組み、活力ある組織運営を行う

こととしております。不動産販売事業におきましては、当社企業グループが目指す『人にやさしい生活環境、安心

で安全な住み良い環境』を創出することが、社会とのつながりの第一歩と考えております。

当社企業グループの事業は、常に社会と密接に係わっており、社会とのつながりを自覚し、ステークホルダーと

の対話を通して、お互いの理解を深めながら事業活動を続けております。

個々人の知識と経験を生かし、担当部署と関係部署が連携し検討を行い、迅速な取り組みを図ってまいります。

（２）中長期的な会社の経営戦略、目標とする経営指標及び対処すべき課題

消費税増税をはじめ、お客様の動向・マーケット環境の変化につきましては、随時情報収集に努め、時勢に応じ

た事業戦略を構築する必要があること、また、激化する事業用地取得競争や建設費の高止まりおよび販売価格の上

昇に適切に対応することが課題であると考えております。

これらに対して、当社は次の３点を軸に中堅企業ならではの機動力を活かした経営に邁進しております。

①競争が激化する事業用地取得面では、全国に展開する拠点ポートフォリオを有効活用し各拠点で需給バランス

を見極めるとともに、仕入れ間口の拡充を図るべく、従来の供給地域に加え周辺部にも活動範囲を拡げ、より広範

囲な情報収集に努めてまいります。また、各地点での綿密な市場調査により地域特性に合った事業戦略を策定し、

スピード感を持って業務を推進いたします。

②高止まりする建設コスト面では、各拠点においてこれまでお取引のある建設会社はもとより、新規取引先も開

拓する等、情報交換先を拡げ各建設会社との更なる連携強化を図ってまいります。

③販売面では、自社販売部と外部委託先との連携を図りながら、エリアごと・物件ごとにお客様のニーズにあっ

た商品企画・価格設定等を行い販売促進に注力してまいります。

マンションは、同じ建物は二度とない「究極のワンオフ商品」と言えるものです。一人一人のお客様に「安心・

安全・快適」な生活をご提供するべく、基本に立ち返り、「少数精鋭のプロ集団たれ」という経営理念に基づき、

業績の向上に努めてまいります。

４．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社企業グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、当面は、日本基準で連結

財務諸表を作成する方針であります。

なお、ＩＦＲＳの適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適切に対応していく方針であります。
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５．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当連結会計年度
(平成28年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,270,692 1,169,826

受取手形及び売掛金 190,455 386,291

販売用不動産 ※2 1,943,072 ※2 2,020,100

不動産事業支出金 ※2 8,869,107 ※2 11,900,980

貯蔵品 1,924 1,913

繰延税金資産 4,630 146,269

その他 220,586 ※5 1,266,210

貸倒引当金 △1,077 △2,377

流動資産合計 12,499,392 16,889,216

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※2 2,962,840 ※2 3,083,662

減価償却累計額 △1,995,560 △2,055,897

建物及び構築物（純額） 967,279 1,027,765

機械装置及び運搬具 50,200 49,790

減価償却累計額 △49,127 △49,210

機械装置及び運搬具（純額） 1,072 580

土地 ※1,※2 5,626,509 ※1,※2 6,065,349

リース資産 5,200 5,200

減価償却累計額 △1,213 △2,253

リース資産（純額） 3,986 2,946

その他 49,160 49,375

減価償却累計額 △46,103 △46,627

その他（純額） 3,057 2,748

有形固定資産合計 6,601,905 7,099,390

無形固定資産 19,353 15,063

投資その他の資産

投資有価証券 ※2 243,687 ※2 177,251

繰延税金資産 ― 464

その他 ※2 468,794 ※2 498,059

貸倒引当金 △46,600 △46,600

投資その他の資産合計 665,881 629,175

固定資産合計 7,287,140 7,743,629

資産合計 19,786,532 24,632,846
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当連結会計年度
(平成28年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 443,498 550,746

短期借入金 ※2,※4 7,216,986 ※2,※4 10,783,806

リース債務 1,764 1,867

未払法人税等 33,185 33,194

賞与引当金 60,542 69,221

その他 1,208,826 834,080

流動負債合計 8,964,803 12,272,915

固定負債

長期借入金 ※2 6,031,374 ※2,※4 7,172,868

リース債務 4,421 2,554

繰延税金負債 16,734 2,188

再評価に係る繰延税金負債 ※1 888,316 ※1 842,113

退職給付に係る負債 7,191 4,027

その他 249,203 277,574

固定負債合計 7,197,242 8,301,325

負債合計 16,162,046 20,574,240

純資産の部

株主資本

資本金 1,008,344 1,008,344

資本剰余金 673,277 673,277

利益剰余金 1,195,502 1,635,623

自己株式 △7,526 △7,526

株主資本合計 2,869,597 3,309,718

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 35,642 △16,562

土地再評価差額金 ※1 719,246 ※1 765,449

その他の包括利益累計額合計 754,889 748,887

純資産合計 3,624,486 4,058,605

負債純資産合計 19,786,532 24,632,846
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

売上高 19,848,624 21,427,909

売上原価 ※1 16,688,098 ※1 18,013,652

売上総利益 3,160,525 3,414,257

販売費及び一般管理費 ※2 2,566,722 ※2 2,641,958

営業利益 593,803 772,298

営業外収益

受取利息 207 226

受取配当金 4,884 5,774

その他 2,707 1,200

営業外収益合計 7,799 7,201

営業外費用

支払利息 309,278 366,937

その他 13,910 20,512

営業外費用合計 323,188 387,449

経常利益 278,413 392,050

特別損失

固定資産除却損 ― ※3 148

特別損失合計 ― 148

税金等調整前当期純利益 278,413 391,902

法人税、住民税及び事業税 60,543 78,719

法人税等調整額 △833 △142,418

法人税等合計 59,710 △63,698

当期純利益 218,703 455,601

非支配株主に帰属する当期純利益 ― ―

親会社株主に帰属する当期純利益 218,703 455,601
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連結包括利益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

当期純利益 218,703 455,601

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 34,185 △52,205

土地再評価差額金 91,856 46,203

その他の包括利益合計 ※ 126,042 ※ △6,001

包括利益 344,746 449,599

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 344,746 449,599

非支配株主に係る包括利益 ― ―
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,008,344 673,277 992,278 △7,507 2,666,392

当期変動額

剰余金の配当 △15,480 △15,480

親会社株主に帰属す

る当期純利益
218,703 218,703

自己株式の取得 △18 △18

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 ― ― 203,223 △18 203,204

当期末残高 1,008,344 673,277 1,195,502 △7,526 2,869,597

その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券

評価差額金
土地再評価差額金

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 1,457 627,389 628,846 3,295,238

当期変動額

剰余金の配当 △15,480

親会社株主に帰属す

る当期純利益
218,703

自己株式の取得 △18

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

34,185 91,856 126,042 126,042

当期変動額合計 34,185 91,856 126,042 329,247

当期末残高 35,642 719,246 754,889 3,624,486
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当連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,008,344 673,277 1,195,502 △7,526 2,869,597

当期変動額

剰余金の配当 △15,479 △15,479

親会社株主に帰属す

る当期純利益
455,601 455,601

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 ― ― 440,121 ― 440,121

当期末残高 1,008,344 673,277 1,635,623 △7,526 3,309,718

その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券

評価差額金
土地再評価差額金

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 35,642 719,246 754,889 3,624,486

当期変動額

剰余金の配当 △15,479

親会社株主に帰属す

る当期純利益
455,601

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

△52,205 46,203 △6,001 △6,001

当期変動額合計 △52,205 46,203 △6,001 434,119

当期末残高 △16,562 765,449 748,887 4,058,605
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 278,413 391,902

減価償却費 76,032 67,253

貸倒引当金の増減額（△は減少） 309 1,299

賞与引当金の増減額（△は減少） 2,234 8,678

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △3,434 △3,164

受取利息及び受取配当金 △5,092 △6,001

支払利息 309,278 366,937

売上債権の増減額（△は増加） △52,527 △195,836

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,541,434 △3,108,890

仕入債務の増減額（△は減少） 90,416 107,247

その他の流動資産の増減額（△は増加） △68,755 △1,048,491

その他の固定資産の増減額（△は増加） △15,404 △27,649

その他の流動負債の増減額（△は減少） 566,835 △397,107

預り敷金及び保証金の増減額（△は減少） △2,186 27,891

その他 △2,655 △12,669

小計 △1,367,970 △3,828,601

利息及び配当金の受取額 5,092 6,001

利息の支払額 △315,966 △362,792

法人税等の支払額 △49,254 △48,654

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,728,099 △4,234,046

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,199 △557,837

無形固定資産の取得による支出 △3,500 △360

その他 0 92

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,698 △558,104

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 29,630 1,954,920

長期借入れによる収入 5,095,000 7,467,000

長期借入金の返済による支出 △3,444,256 △4,713,606

自己株式の取得による支出 △18 ―

リース債務の返済による支出 △1,568 △1,665

配当金の支払額 △15,454 △15,364

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,663,332 4,691,284

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △69,466 △100,866

現金及び現金同等物の期首残高 1,340,158 1,270,692

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 1,270,692 ※ 1,169,826
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１ 連結の範囲に関する事項

すべての子会社を連結しております。

連結子会社の数 1社

連結子会社の名称 セントラルライフ㈱

２ 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

３ 会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

ア 時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定)

イ 時価のないもの

移動平均法による原価法

② デリバティブ

時価法

③ たな卸資産

ア 販売用不動産・不動産事業支出金

個別法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)

イ 貯蔵品

先入先出法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産(リース資産を除く)

定率法

ただし、建物・構築物については定額法によっております。

なお、主要な耐用年数は、以下のとおりであります。

建物及び構築物 ２～50年

また、平成19年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から５年

間で均等償却する方法によっております。

② 無形固定資産(リース資産を除く)

定額法

ソフトウェア(自社利用分)については、社内における見込利用可能期間(５年)に基づく定額法

③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般の債権については過去の貸倒実績率を基礎にした貸倒損失の将来

発生見込率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し

ております。
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② 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、年度末在籍従業員の支給対象期間をもとに計算した金額を

基礎に、将来の支給見込額を加味して計上しております。

③ 役員賞与引当金

役員賞与の支出に備えるため、支給見込額を計上しております。なお、当連結会計年度末残高はありません。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

当社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、連結会計年度末における年金財政上の数理債務をも

って退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用し、連結子会社は、退職給付に係る期末自己都合要支給額を

退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(5) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。なお、金利スワップについて特例処理の条件を満たしている場合には特例

処理を採用しております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段・・・金利スワップ

ヘッジ対象・・・借入金利息

③ ヘッジ方針

主に当社の内規である「金融派生商品取引に関する実施細則」に基づき、資金の調達及び運用において予想さ

れる相場変動によるリスク及びキャッシュ・フローの変動リスクをヘッジしております。

④ ヘッジ有効性評価の方法

特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。

(6) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

① 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

なお、控除対象外消費税等については、発生年度の費用として販売費及び一般管理費に計上しております。

② 連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。
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(会計方針の変更)

「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号 平成25年９月13日)、「連結財務諸表に関する会計基準」

(企業会計基準第22号 平成25年９月13日)、及び「事業分離等に関する会計基準」(企業会計基準第７号 平成25年

９月13日)等を当連結会計年度から適用し、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表

示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前連結会計年度については連結財務諸表の組替え

を行っております。

(未適用の会計基準等)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日)

(1) 概要

繰延税金資産の回収可能性に関する取扱いについて、監査委員会報告第66号「繰延税金資産の回収可能性の判断

に関する監査上の取扱い」の枠組み、すなわち企業を５つに分類し、当該分類に応じて繰延税金資産の計上額を見

積る枠組みを基本的に踏襲した上で、以下の取扱いについて必要な見直しが行われております。

① (分類１)から(分類５)に係る分類の要件をいずれも満たさない企業の取扱い

② (分類２)から(分類３)に係る分類の要件

③ (分類２)に該当する企業におけるスケジューリング不能な将来減算一時差異に関する取扱い

④ (分類３)に該当する企業における将来の一時差異等加減算前課税所得の合理的な見積可能期間に関する取扱い

⑤ (分類４)に係る分類の要件を満たす企業が(分類２)又は(分類３)に該当する場合の取扱い

(2) 適用予定日

平成29年３月期の期首より適用予定であります。

(3) 当該会計基準等の適用による影響

影響額は、当連結財務諸表の作成時において評価中であります。

(表示方法の変更)

(連結損益計算書)

前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業外収益」の「受取賃貸料」は金額的重要性が乏しく

なったため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しております。この表示の変更を反映させるため、前

連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外収益」に表示していた「受取賃貸料」1,579千

円、「その他」1,127千円は、「その他」2,707千円として組み替えております。
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(連結貸借対照表関係)

※１ 事業用土地の再評価

土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公布法律第34号)に基づき、事業用の土地の再評価を行い、当該評

価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地

再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31日公布政令第119号)第２条第２号に定める基準地の標準価格

に基づいて、合理的な調整を行って算出したほか、第５号に定める鑑定評価等に基づいて算出しております。

再評価を行った年月日 平成12年３月31日

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当連結会計年度
(平成28年３月31日)

再評価を行った土地の期末における時価と再評
価後の帳簿価額との差額

△1,144,356千円 △1,025,962千円

上記のうち賃貸等不動産に係る期末における時
価と再評価後の帳簿価額との差額

△1,135,689千円 △1,019,581千円

※２ 担保に供している資産及び担保付債務は、次のとおりであります。

(1) 担保に供している資産

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当連結会計年度
(平成28年３月31日)

販売用不動産 1,248,969千円 1,347,333千円

不動産事業支出金 8,852,797千円 11,777,606千円

建物及び構築物 924,529千円 988,265千円

土地 5,616,422千円 6,055,263千円

計 16,642,719千円 20,168,468千円

上記のほか、差入及び供託している内容は、以下のとおりであります。

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当連結会計年度
(平成28年３月31日)

関係会社株式(連結上全額消去) 10,000千円 10,000千円

住宅瑕疵担保履行法に基づく
住宅販売瑕疵担保保証金
(投資その他の資産・その他)

240,000千円 260,000千円

全国不動産信用保証㈱への差入
保証基金預託金
(投資その他の資産・その他)

60,000千円 60,000千円

投資有価証券 214,070千円 152,683千円

(2) 担保付債務

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当連結会計年度
(平成28年３月31日)

短期借入金 3,624,730千円 5,567,650千円

長期借入金 8,452,160千円 11,081,050千円

計 12,076,890千円 16,648,700千円

上記、長期借入金は、１年以内返済予定の長期借入金を含んでおります。

　３ 保証債務

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当連結会計年度
(平成28年３月31日)

顧客住宅ローンに関する抵当権
設定登記完了までの金融機関等
に対する連帯保証債務

224,700千円 1,571,846千円

決算短信（宝印刷） 2016年05月10日 17時24分 20ページ（Tess 1.50(64) 20160126_01）



セントラル総合開発株式会社(3238) 平成28年３月期 決算短信

― 21 ―

※４ 特別当座貸越契約及びコミットメントライン契約

当社企業グループにおいては運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行４行(前連結会計年度は２行)と特別

当座貸越契約及びコミットメントライン契約を締結しております。

この契約に基づく連結会計年度末の借入未実行残高は、次のとおりであります。

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当連結会計年度
(平成28年３月31日)

契約による総額 5,700,000千円 6,987,000千円

借入実行残高 2,900,000千円 4,831,000千円

差引額 2,800,000千円 2,156,000千円

※５ 訴訟関連

前連結会計年度(平成27年３月31日)

該当事項はありません。

当連結会計年度(平成28年３月31日)

連結貸借対照表における「流動資産」の「その他」には、訴訟中の求償債権330,946千円を含んでおります。

(連結損益計算書関係)

※１ 通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切下額

前連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

売上原価 △34,879千円 152千円

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

広告宣伝費 689,572千円 725,972千円

給与手当 675,236千円 705,500千円

賞与引当金繰入額 43,171千円 51,753千円

退職給付費用 26,673千円 27,607千円

※３ 固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

機械装置及び運搬具 ―千円 148千円

その他 ―千円 0千円

計 ―千円 148千円
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(連結包括利益計算書関係)

※ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

前連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

その他有価証券評価差額金

当期発生額 42,235千円 △66,436千円

税効果調整前 42,235千円 △66,436千円

税効果額 △8,050千円 14,230千円

その他有価証券評価差額金 34,185千円 △52,205千円

土地再評価差額金

税効果額 91,856千円 46,203千円

その他の包括利益合計 126,042千円 △6,001千円
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

１ 発行済株式及び自己株式に関する事項

当連結会計年度期首
株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

発行済株式

普通株式 7,747,000 ― ― 7,747,000

自己株式

普通株式 (注) 6,924 80 ― 7,004

(注) 自己株式の当連結会計年度増加株式数は、単元未満株式の買取り請求によるものであります。

　

２ 新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

３ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成26年６月26日
定時株主総会

普通株式 15,480 2.00 平成26年３月31日 平成26年６月27日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成27年６月25日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 15,479 2.00 平成27年３月31日 平成27年６月26日

　

当連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

１ 発行済株式及び自己株式に関する事項

当連結会計年度期首
株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

発行済株式

普通株式 7,747,000 ― ― 7,747,000

自己株式

普通株式 7,004 ― ― 7,004

　

２ 新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

３ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成27年６月25日
定時株主総会

普通株式 15,479 2.00 平成27年３月31日 平成27年６月26日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成28年６月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 30,959 4.00 平成28年３月31日 平成28年６月29日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

前連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

現金及び預金 1,270,692千円 1,169,826千円

現金及び現金同等物 1,270,692千円 1,169,826千円

(リース取引関係)

ファイナンス・リース取引

（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

１ リース資産の内容

有形固定資産

主として、本社における基幹システムに係るサーバ等(工具、器具及び備品)であります。

無形固定資産

主として、不動産賃貸・管理事業における業務管理用システム(ソフトウェア)であります。

２ リース資産の減価償却の方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
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(金融商品関係)

１ 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社企業グループは、資金運用については短期的な預金等に限定しております。また、資金調達については不

動産開発プロジェクトに係る調達と運転資金に係る調達を銀行借入により行っております。デリバティブは、将

来の金利の変動によるリスク回避を目的としており、投機的な取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、当社

企業グループの「債権管理規程」に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、取引先の財務状

況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、

四半期会計期間末ごとに時価を把握しております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内に支払期日が到来するものであります。

借入金のうち、短期借入金は主に運転資金に係る資金調達であり、長期借入金は不動産開発プロジェクト及び

運転資金に係る資金調達であります。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されておりますが、このうち

長期のものの一部については、支払金利の変動リスクを回避し支払利息の固定化を図るために、個別契約ごとに

デリバティブ取引(金利スワップ取引)をヘッジ手段として利用しております。ヘッジの有効性の評価方法につい

ては、金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、その判定をもって有効性の評価を省略しております。

デリバティブ取引は、借入金利の将来の金利市場における利率上昇による変動リスクを回避することを目的と

した金利スワップ取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの

有効性の評価方法等については、前述の「会計方針に関する事項」に記載されている「重要なヘッジ会計の方

法」をご覧ください。デリバティブ取引の執行・管理については、当社の内規である「金融派生商品取引に関す

る実施細則」に従って行っており、また、取引相手先は高格付を有する金融機関に限定しているため、信用リス

クはほとんどないと認識しております。なお、当連結会計年度末において、デリバティブ取引残高はありません。

また、営業債務及び借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、毎月末に各支社・支店・部署からの報告

に基づき月次資金計画を作成・更新することにより流動性リスクを管理しております。

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することもあります。また、「２ 金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティ

ブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありま

せん。

決算短信（宝印刷） 2016年05月10日 17時24分 25ページ（Tess 1.50(64) 20160126_01）



セントラル総合開発株式会社(3238) 平成28年３月期 決算短信

― 26 ―

２ 金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが

極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません((注) ２参照)。

前連結会計年度(平成27年３月31日)

連結貸借対
照表計上額
(千円)

時価
(千円)

差額
(千円)

(1) 現金及び預金 1,270,692 1,270,692 ―

(2) 受取手形及び売掛金(※) 189,390 189,390 ―

(3) 投資有価証券

その他有価証券 239,947 239,947 ―

資産計 1,700,030 1,700,030 ―

(1) 支払手形及び買掛金 443,498 443,498 ―

(2) 短期借入金 4,624,730 4,624,730 ―

(3) 長期借入金 8,623,630 8,594,319 △29,310

負債計 13,691,858 13,662,548 △29,310

デリバティブ取引 ― ― ―

(※) 受取手形及び売掛金に対して計上している貸倒引当金を控除しております。

当連結会計年度(平成28年３月31日)

連結貸借対
照表計上額
(千円)

時価
(千円)

差額
(千円)

(1) 現金及び預金 1,169,826 1,169,826 ―

(2) 受取手形及び売掛金(※) 384,970 384,970 ―

(3) 投資有価証券

その他有価証券 173,511 173,511 ―

資産計 1,728,308 1,728,308 ―

(1) 支払手形及び買掛金 550,746 550,746 ―

(2) 短期借入金 6,579,650 6,579,650 ―

(3) 長期借入金 11,377,024 11,361,655 △15,368

負債計 18,507,420 18,492,051 △15,368

デリバティブ取引 ― ― ―

(※) 受取手形及び売掛金に対して計上している貸倒引当金を控除しております。

(注) １ 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

(1) 現金及び預金、並びに(2) 受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(3) 投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記を参照ください。
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負債

(1) 支払手形及び買掛金、並びに(2) 短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(3) 長期借入金

長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状態は実行後大き

く異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。

固定金利によるものは、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する

方法によっております。

なお、当該長期借入金は、１年以内返済予定の長期借入金を含んでおります。

デリバティブ取引

該当事項はありません。

(注) ２ 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額

区分 平成27年３月31日 平成28年３月31日

非上場株式 3,740千円 3,740千円

非上場株式は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もること等ができず、時価を把握することが

極めて困難と認められるため、「(3)投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。

(注) ３ 金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度(平成27年３月31日)

１年以内
(千円)

現金及び預金 1,267,566

受取手形及び売掛金 190,455

投資有価証券

その他有価証券のうち満期があるもの ―

合計 1,458,022

当連結会計年度(平成28年３月31日)

１年以内
(千円)

現金及び預金 1,165,892

受取手形及び売掛金 386,291

投資有価証券

その他有価証券のうち満期があるもの ―

合計 1,552,184
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(注) ４ 短期借入金及び長期借入金の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度(平成27年３月31日)

１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

短期借入金 4,624,730 ― ― ― ― ―

長期借入金 2,592,256 5,524,256 412,298 12,856 13,314 68,650

合計 7,216,986 5,524,256 412,298 12,856 13,314 68,650

当連結会計年度(平成28年３月31日)

１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

短期借入金 6,579,650 ― ― ― ― ―

長期借入金 4,204,156 5,901,198 681,756 82,214 231,406 276,294

合計 10,783,806 5,901,198 681,756 82,214 231,406 276,294

(注) ５ 特別当座貸越契約及びコミットメントライン契約における借入未実行残高

平成27年３月31日 平成28年３月31日

借入未実行残高 2,800,000千円 2,156,000千円
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(有価証券関係)

１ その他有価証券

　

前連結会計年度(平成27年３月31日)

区分
連結貸借対照表計上額

(千円)
取得原価
(千円)

差額
(千円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式 228,862 176,026 52,835

小計 228,862 176,026 52,835

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式 11,084 14,046 △2,961

小計 11,084 14,046 △2,961

合計 239,947 190,073 49,873

(注) １ 非上場株式(連結貸借対照表計上額3,740千円)は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積も

ること等ができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、上表の「その他有価証券」には含

めておりません。

２ 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。
　

当連結会計年度(平成28年３月31日)

区分
連結貸借対照表計上額

(千円)
取得原価
(千円)

差額
(千円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式 61,395 49,759 11,636

小計 61,395 49,759 11,636

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式 112,115 140,314 △28,198

小計 112,115 140,314 △28,198

合計 173,511 190,073 △16,562

(注) １ 非上場株式(連結貸借対照表計上額3,740千円)は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積も

ること等ができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、上表の「その他有価証券」には含

めておりません。

２ 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。
　

２ 連結会計年度中に売却したその他有価証券

　

前連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

該当事項はありません。

　

３ 減損処理を行った有価証券

　

前連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

該当事項はありません。
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(退職給付関係)

１ 採用している退職給付制度の概要

当社は、従業員の退職給付に充てるため、積立型の確定給付企業年金制度を採用し、退職給付としてポイント基準

に基づいた一時金又は年金を支給し、連結子会社は、従業員の退職給付に充てるため、非積立型の確定給付制度とし

て退職一時金制度を採用し、退職給付として給与手当と勤務期間に基づいた一時金を支給しております。

当社の確定給付企業年金制度及び連結子会社の退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び退職給付

費用を計算しております。

また、従業員の退職等に際して、割増退職金を支払う場合があります。

２ 確定給付制度

(1) 簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

前連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

退職給付に係る負債の期首残高 10,626千円 7,191千円

　退職給付費用 30,388千円 31,245千円

　退職給付の支払額 △1,701千円 △1,061千円

　制度への拠出額 △32,120千円 △33,348千円

退職給付に係る負債の期末残高 7,191千円 4,027千円

(2) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資

産の調整表

前連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

積立型制度の退職給付債務 342,857千円 370,612千円

年金資産 △336,436千円 △367,492千円

6,421千円 3,119千円

非積立型制度の退職給付債務 770千円 907千円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 7,191千円 4,027千円

退職給付に係る負債 7,191千円 4,027千円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 7,191千円 4,027千円

(3) 退職給付費用

前連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

簡便法で計算した退職給付費用 30,388千円 31,245千円
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(税効果会計関係)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当連結会計年度
(平成28年３月31日)

繰延税金資産

税務上の繰越欠損金 2,076,400千円 1,878,729千円

減損損失 20,016千円 18,975千円

たな卸資産評価損 3,659千円 3,463千円

賞与引当金 20,432千円 22,081千円

貸倒引当金 379千円 766千円

　退職給付に係る負債 2,346千円 1,253千円

ゴルフ会員権評価損 15,148千円 14,360千円

未払事業税 6,154千円 6,859千円

その他 82,286千円 83,243千円

繰延税金資産小計 2,226,825千円 2,029,733千円

評価性引当額 △2,221,893千円 △1,882,675千円

繰延税金資産合計 4,931千円 147,057千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △14,230千円 ―千円

その他 △2,803千円 △2,511千円

繰延税金負債合計 △17,034千円 △2,511千円

繰延税金資産(負債)の純額 △12,103千円 144,545千円

繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当連結会計年度
(平成28年３月31日)

流動資産－繰延税金資産 4,630千円 146,269千円

固定資産－繰延税金資産 ―千円 464千円

固定負債－繰延税金負債 △16,734千円 △2,188千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当連結会計年度
(平成28年３月31日)

法定実効税率 35.6％ 33.1％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.4％ 2.2％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 ―％ △0.1％

住民税均等割等 2.9％ 2.1％

評価性引当額の増減 △20.3％ △54.6％

その他 0.9％ 1.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 21.4％ △16.3％

３ 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」(平成28年法律第15号)及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」(平成

28年法律第13号)が平成28年３月29日に国会で成立し、平成28年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率

等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実

効税率は前連結会計年度の計算において使用した32.3％から平成28年４月１日に開始する連結会計年度及び平成29

年４月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異については30.9％に、平成30年４月１日に開始す

る連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異については、30.6％となります。

この税率変更により、短期繰延税金資産が5,286千円、長期繰延税金資産が34千円、長期繰延税金負債が120千円、

法人税等調整額が5,200千円それぞれ減少しております。また、再評価に係る繰延税金負債が46,203千円減少し、土

地再評価差額金が同額増加しております。
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(賃貸等不動産関係)

当社は、東京都その他の地域において、賃貸用のオフィスビル(土地を含む。)を有しております。

平成27年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は225,221千円(主な賃貸収益は売上高に、主な賃貸費

用は売上原価に計上)であります。

平成28年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は261,348千円(主な賃貸収益は売上高に、主な賃貸費

用は売上原価に計上)であります。

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び期末時価は、次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

連結貸借対照表計上額

期首残高(千円) 6,551,077 6,487,159

期中増減額(千円) △63,917 503,127

期末残高(千円) 6,487,159 6,990,287

期末時価(千円) 5,436,448 6,195,470

(注) １ 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

２ 期中増減額のうち、前連結会計年度の増加額は、オフィスビルのリニューアル工事(1,199千円)であり、減

少額は、減価償却費(65,116千円)であります。

当連結会計年度の増加額は、オフィスビルの持分取得(553,200千円)及びオフィスビルのリニューアル工事

(6,461千円)であり、減少額は、減価償却費(56,534千円)であります。

３ 期末時価は、主に社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額であります。ただし、直近の評

価時点から、一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標に重要な変動が生じていない

場合には、当該評価額や指標を用いて調整した金額によっております。

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１ 報告セグメントの概要

当社企業グループの報告セグメントは、当社企業グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもので

あります。

当社企業グループは、マンション分譲等のデベロッパー事業を主力に、それに関連する事業を行っております。

主にマンション・戸建住宅等の販売関連事業とオフィスビル・マンション等不動産の賃貸及び管理関連事業を行い、

その他主力事業等に付随する関連事業として保険代理事業を展開しております。

従って、当社企業グループは、事業部門を基礎とした商品・サービス別のセグメントから構成されており、「不

動産販売事業」及び「不動産賃貸・管理事業」の２つを報告セグメントとしております。

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部売上高及び振替高は市場実勢

価格に基づいております。
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３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

報告セグメント その他
(千円)

(注)

合計
(千円)不動産販売事業

(千円)

不動産賃貸
・管理事業
(千円)

計
(千円)

売上高

外部顧客への売上高 16,803,944 3,005,875 19,809,819 38,804 19,848,624

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― 7,309 7,309 ― 7,309

計 16,803,944 3,013,184 19,817,129 38,804 19,855,934

セグメント利益 727,771 509,560 1,237,331 11,990 1,249,322

セグメント資産 12,418,111 6,701,372 19,119,483 52,601 19,172,085

その他の項目

減価償却費 843 65,426 66,269 ― 66,269

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

― 1,199 1,199 ― 1,199

(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、保険代理事業等を含んでおります。

当連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

報告セグメント その他
(千円)

(注)

合計
(千円)不動産販売事業

(千円)

不動産賃貸
・管理事業
(千円)

計
(千円)

売上高

外部顧客への売上高 18,374,564 3,016,953 21,391,518 36,390 21,427,909

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― 7,754 7,754 ― 7,754

計 18,374,564 3,024,708 21,399,273 36,390 21,435,664

セグメント利益 955,008 500,117 1,455,125 11,165 1,466,291

セグメント資産 16,571,417 7,200,598 23,772,015 24,203 23,796,218

その他の項目

減価償却費 717 56,858 57,575 60 57,635

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

― 560,237 560,237 360 560,597

(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、保険代理事業等を含んでおります。
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４ 報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異調整に関する事項)

売上高
前連結会計年度

(千円)
当連結会計年度

(千円)

報告セグメント計 19,817,129 21,399,273

「その他」の区分の売上高 38,804 36,390

セグメント間取引消去 △7,309 △7,754

連結財務諸表の売上高 19,848,624 21,427,909

利益
前連結会計年度

(千円)
当連結会計年度

(千円)

報告セグメント計 1,237,331 1,455,125

「その他」の区分の利益 11,990 11,165

セグメント間取引消去 △1,026 △1,026

全社費用(注) △654,493 △692,966

連結財務諸表の営業利益 593,803 772,298

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

資産
前連結会計年度

(千円)
当連結会計年度

(千円)

報告セグメント計 19,119,483 23,772,015

「その他」の区分の資産 52,601 24,203

全社資産(注) 614,446 836,627

連結財務諸表の資産合計 19,786,532 24,632,846

(注) 全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない提出会社での長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る

資産等であります。

その他の項目

報告セグメント計 その他 調整額 連結財務諸表計上額

前連結
会計年度
(千円)

当連結
会計年度
(千円)

前連結
会計年度
(千円)

当連結
会計年度
(千円)

前連結
会計年度
(千円)

当連結
会計年度
(千円)

前連結
会計年度
(千円)

当連結
会計年度
(千円)

減価償却費 66,269 57,575 ― 60 9,762 9,617 76,032 67,253

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

1,199 560,237 ― 360 ― ― 1,199 560,597
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【関連情報】

前連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

１ 製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

　

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

　

３ 主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありません。

　

当連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

１ 製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

　

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

　

３ 主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありません。

　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当連結会計年度
(平成28年３月31日)

１株当たり純資産額 468円28銭 524円36銭

１株当たり当期純利益 28円25銭 58円86銭

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

親会社株主に帰属する当期純利益(千円) 218,703 455,601

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益(千円) 218,703 455,601

普通株式の期中平均株式数(千株) 7,740 7,739

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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６．個別財務諸表

（１）貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(平成27年３月31日)

当事業年度
(平成28年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,148,502 1,025,249

売掛金 12,304 19,350

不動産事業未収入金 7,141 229,104

販売用不動産 ※1 1,943,072 ※1 2,020,100

不動産事業支出金 ※1 8,869,107 ※1 11,900,980

貯蔵品 1,315 1,756

前払費用 108,528 79,132

繰延税金資産 ― 135,496

その他 186,175 ※4 1,246,387

貸倒引当金 △50 △1,549

流動資産合計 12,276,097 16,656,011

固定資産

有形固定資産

建物 ※1 2,941,014 ※1 3,061,836

減価償却累計額 △1,979,285 △2,038,840

建物（純額） 961,728 1,022,995

構築物 ※1 20,796 ※1 20,796

減価償却累計額 △16,070 △16,831

構築物（純額） 4,725 3,964

車両運搬具 49,790 49,790

減価償却累計額 △48,923 △49,210

車両運搬具（純額） 867 580

工具、器具及び備品 48,000 48,000

減価償却累計額 △44,947 △45,677

工具、器具及び備品（純額） 3,053 2,323

土地 ※1 5,626,509 ※1 6,065,349

リース資産 5,200 5,200

減価償却累計額 △1,213 △2,253

リース資産（純額） 3,986 2,946

有形固定資産合計 6,600,871 7,098,159

無形固定資産

ソフトウエア 8,361 5,441

リース資産 1,619 949

電話加入権 6,631 6,631

無形固定資産合計 16,611 13,021

投資その他の資産

投資有価証券 ※1 243,687 ※1 177,251

関係会社株式 ※1 10,000 ※1 10,000

長期前払費用 296 1,921

長期預託保証金 ※1 302,100 ※1 322,100

その他 150,451 157,932

貸倒引当金 △46,600 △46,600

投資その他の資産合計 659,935 622,604

固定資産合計 7,277,418 7,733,786

資産合計 19,553,515 24,389,797
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(単位：千円)

前事業年度
(平成27年３月31日)

当事業年度
(平成28年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 12,199 25,856

不動産事業未払金 256,738 369,707

短期借入金 ※1,※3 5,124,730 ※1,※3 6,979,650

1年内返済予定の長期借入金 ※1 2,592,256 ※1 4,204,156

リース債務 1,764 1,867

未払金 15,150 18,363

未払費用 83,954 89,123

未払法人税等 10,735 19,680

未払消費税等 200,140 ―

前受金 36,231 52,069

不動産事業受入金 636,318 496,787

預り金 125,341 104,589

賞与引当金 42,404 50,995

その他 685 685

流動負債合計 9,138,651 12,413,531

固定負債

長期借入金 ※1 6,031,374 ※1,※3 7,172,868

リース債務 4,421 2,554

繰延税金負債 16,669 2,188

再評価に係る繰延税金負債 888,316 842,113

退職給付引当金 6,421 3,119

長期預り敷金保証金 228,986 256,878

その他 19,365 19,811

固定負債合計 7,195,556 8,299,534

負債合計 16,334,207 20,713,065

純資産の部

株主資本

資本金 1,008,344 1,008,344

資本剰余金

資本準備金 673,277 673,277

資本剰余金合計 673,277 673,277

利益剰余金

利益準備金 83,500 83,500

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 706,825 1,170,250

利益剰余金合計 790,325 1,253,750

自己株式 △7,526 △7,526

株主資本合計 2,464,419 2,927,844

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 35,642 △16,562

土地再評価差額金 719,246 765,449

評価・換算差額等合計 754,889 748,887

純資産合計 3,219,308 3,676,732

負債純資産合計 19,553,515 24,389,797
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（２）損益計算書

(単位：千円)
前事業年度

(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

当事業年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

売上高

不動産販売事業売上高 16,803,944 18,374,564

不動産賃貸管理事業売上高 475,535 504,833

その他の事業売上高 38,804 36,390

売上高合計 17,318,284 18,915,788

売上原価

不動産販売事業売上原価 14,308,776 15,615,105

不動産賃貸管理事業売上原価 244,551 237,291

売上原価合計 14,553,327 15,852,397

売上総利益 2,764,956 3,063,391

販売費及び一般管理費 ※2 2,468,810 ※2 2,546,478

営業利益 296,146 516,912

営業外収益

受取利息 176 199

受取配当金 ※1 204,884 ※1 205,774

その他 ※1 5,578 ※1 3,531

営業外収益合計 210,640 209,505

営業外費用

支払利息 317,159 374,270

その他 13,873 20,012

営業外費用合計 331,032 394,282

経常利益 175,753 332,135

税引前当期純利益 175,753 332,135

法人税、住民税及び事業税 △54,660 △11,022

法人税等調整額 △396 △135,747

法人税等合計 △55,057 △146,769

当期純利益 230,811 478,905
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（３）株主資本等変動計算書

前事業年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
繰越利益剰余金

当期首残高 1,008,344 673,277 673,277 83,500 491,493 574,993

当期変動額

剰余金の配当 △15,480 △15,480

当期純利益 230,811 230,811

自己株式の取得

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 ― ― ― ― 215,331 215,331

当期末残高 1,008,344 673,277 673,277 83,500 706,825 790,325

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金
土地再評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △7,507 2,249,107 1,457 627,389 628,846 2,877,954

当期変動額

剰余金の配当 △15,480 △15,480

当期純利益 230,811 230,811

自己株式の取得 △18 △18 △18

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

34,185 91,856 126,042 126,042

当期変動額合計 △18 215,312 34,185 91,856 126,042 341,354

当期末残高 △7,526 2,464,419 35,642 719,246 754,889 3,219,308
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当事業年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
繰越利益剰余金

当期首残高 1,008,344 673,277 673,277 83,500 706,825 790,325

当期変動額

剰余金の配当 △15,479 △15,479

当期純利益 478,905 478,905

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 ― ― ― ― 463,425 463,425

当期末残高 1,008,344 673,277 673,277 83,500 1,170,250 1,253,750

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金
土地再評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △7,526 2,464,419 35,642 719,246 754,889 3,219,308

当期変動額

剰余金の配当 △15,479 △15,479

当期純利益 478,905 478,905

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

△52,205 46,203 △6,001 △6,001

当期変動額合計 ― 463,425 △52,205 46,203 △6,001 457,423

当期末残高 △7,526 2,927,844 △16,562 765,449 748,887 3,676,732
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（４）個別財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(重要な会計方針)

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式

移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

① 時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定)

② 時価のないもの

移動平均法による原価法

２ デリバティブの評価基準及び評価方法

デリバティブ

時価法

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1) 販売用不動産・不動産事業支出金

個別法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)

(2) 貯蔵品

先入先出法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)

４ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

定率法

ただし、建物・構築物については定額法によっております。

なお、主要な耐用年数は、以下のとおりであります。

建物 ２～50年

また、平成19年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から５年

間で均等償却する方法によっております。

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

定額法

ソフトウェア(自社利用分)については、社内における見込利用可能期間(５年)に基づく定額法

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

５ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般の債権については過去の貸倒実績率を基礎にした貸倒損失の将来

発生見込率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し

ております。

(2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、年度末在籍従業員の支給対象期間をもとに計算した金額を

基礎に、将来の支給見込額を加味して計上しております。
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(3) 役員賞与引当金

役員賞与の支出に備えるため、支給見込額を計上しております。なお、当事業年度末残高はありません。

(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、確定給付企業年金制度を採用し、簡便法により、当事業年度末における退職

給付債務(責任準備金の額を退職給付債務としております)及び年金資産の見込額に基づき、当事業年度末におい

て発生していると認められる額を計上しております。

６ ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。なお、金利スワップについて特例処理の条件を満たしている場合には特

例処理を採用しております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段・・・金利スワップ

ヘッジ対象・・・借入金利息

(3) ヘッジ方針

主に当社の内規である「金融派生商品取引に関する実施細則」に基づき、資金の調達及び運用において予想

される相場変動によるリスク及びキャッシュ・フローの変動リスクをヘッジしております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。

７ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

なお、控除対象外消費税等については、発生年度の費用として販売費及び一般管理費に計上しております。

(2) 連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。
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(貸借対照表関係)

※１ 担保に供している資産及び担保付債務は、次のとおりであります。

(1) 担保に供している資産

前事業年度
(平成27年３月31日)

当事業年度
(平成28年３月31日)

販売用不動産 1,248,969千円 1,347,333千円

不動産事業支出金 8,852,797千円 11,777,606千円

建物 920,489千円 984,873千円

構築物 4,246千円 3,571千円

土地 5,616,422千円 6,055,263千円

関係会社株式 10,000千円 10,000千円

計 16,652,925千円 20,178,649千円

上記のほか、差入及び供託している内容は、以下のとおりであります。

前事業年度
(平成27年３月31日)

当事業年度
(平成28年３月31日)

住宅瑕疵担保履行法に基づく
住宅販売瑕疵担保保証金
(長期預託保証金)

240,000千円 260,000千円

全国不動産信用保証㈱への差入

保証基金預託金(長期預託保証金) 60,000千円 60,000千円

投資有価証券 214,070千円 152,683千円

(2) 担保付債務

前事業年度
(平成27年３月31日)

当事業年度
(平成28年３月31日)

短期借入金 3,624,730千円 5,567,650千円

長期借入金 8,452,160千円 11,081,050千円

計 12,076,890千円 16,648,700千円

上記、長期借入金は、１年以内返済予定の長期借入金を含んでおります。

　２ 保証債務

前事業年度
(平成27年３月31日)

当事業年度
(平成28年３月31日)

顧客住宅ローンに関する抵当権
設定登記完了までの金融機関等
に対する連帯保証債務

224,700千円 1,571,846千円

※３ 特別当座貸越契約及びコミットメントライン契約

当社においては運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行４行(前事業年度は２行)と特別当座貸越契約及び

コミットメントライン契約を締結しております。

この契約に基づく事業年度末の借入未実行残高は、次のとおりであります。

前事業年度
(平成27年３月31日)

当事業年度
(平成28年３月31日)

契約による総額 5,700,000千円 6,987,000千円

借入実行残高 2,900,000千円 4,831,000千円

差引額 2,800,000千円 2,156,000千円

※４ 訴訟関連

前事業年度(平成27年３月31日)

該当事項はありません。

当事業年度(平成28年３月31日)

貸借対照表における「流動資産」の「その他」には、訴訟中の求償債権330,946千円を含んでおります。
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(損益計算書関係)

※１ 各科目に含まれている関係会社に対する営業外収益は、次のとおりであります。

前事業年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当事業年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

受取配当金 200,000千円 200,000千円

その他 2,924千円 2,924千円

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額並びにおおよその割合は、次のとおりであります。

前事業年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当事業年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

広告宣伝費 689,068千円 725,438千円

給与手当 654,234千円 687,409千円

賞与引当金繰入額 42,404千円 50,995千円

退職給付費用 26,279千円 27,361千円

減価償却費 6,936千円 6,745千円

おおよその割合

販売費 34％ 35％

一般管理費 66％ 65％

(有価証券関係)

　

前事業年度(平成27年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式(貸借対照表計上額 関係会社株式10,000千円)は、市場価格がなく、時価を把握

することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

　

当事業年度(平成28年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式(貸借対照表計上額 関係会社株式10,000千円)は、市場価格がなく、時価を把握

することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。
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(税効果会計関係)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

前事業年度
(平成27年３月31日)

当事業年度
(平成28年３月31日)

繰延税金資産

税務上の繰越欠損金 2,076,400千円 1,878,729千円

減損損失 20,016千円 18,975千円

たな卸資産評価損 3,659千円 3,463千円

賞与引当金 14,019千円 15,737千円

貸倒引当金 16千円 478千円

退職給付引当金 2,074千円 955千円

ゴルフ会員権評価損 15,148千円 14,360千円

未払事業税 980千円 3,617千円

その他 80,841千円 81,878千円

繰延税金資産小計 2,213,156千円 2,018,194千円

評価性引当額 △2,213,156千円 △1,882,698千円

繰延税金資産合計 ―千円 135,496千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △14,230千円 ―千円

その他 △2,439千円 △2,188千円

繰延税金負債合計 △16,669千円 △2,188千円

繰延税金資産(負債)の純額 △16,669千円 133,308千円

　

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

前事業年度
(平成27年３月31日)

当事業年度
(平成28年３月31日)

法定実効税率 35.6％ 33.1％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 3.0％ 2.1％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △40.6％ △20.0％

住民税均等割等 4.4％ 2.3％

連結納税制度適用による影響額 △36.0％ △19.5％

評価性引当額の増減 2.7％ △42.4％

その他 △0.5％ 0.2％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △31.3％ △44.2％

　

３ 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」(平成28年法律第15号)及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」(平成

28年法律第13号)が平成28年３月29日に国会で成立し、平成28年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率等の

引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税

率は前事業年度の計算において使用した32.3％から平成28年４月１日に開始する事業年度及び平成29年４月１日に

開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については30.9％に、平成30年４月１日に開始する事業年度以降に

解消が見込まれる一時差異については、30.6％となります。

この税率変更により、短期繰延税金資産が5,116千円、長期繰延税金負債が120千円、法人税等調整額が4,995千円

それぞれ減少しております。また、再評価に係る繰延税金負債が46,203千円減少し、土地再評価差額金が同額増加

しております。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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